
具体例

1 設立又は改廃及
びその経緯

組織の存立に関する重要な
経緯

設立又は改廃に
係る登記、財産
的基礎に関する
文書

・出資金関係
・定款・業務方法書変更認可関係
・財務諸表

30年 移管 

認可、承認の求
め、又は報告等
を行うための決
裁文書及び提出
した文書

・認可申請に関する決裁文書 廃棄 

主務大臣からの
認可、承認、通
知等に関する文
書

・提出文書の写し
・認可書、承認書、通知等

廃棄 

3 規程の制定又は
改廃及びその経
緯

規程の制定又は改廃に関す
る業務

規程の制定又は
改廃のための決
裁文書

・規程の決裁文書
・届出書

30年 廃棄 

制定又は改廃の
ための決裁文書

・細則、要領、通達等の決裁文書 ５年 廃棄 

制定又は改廃の
ための決裁文書
のうち、定型的
な事務に係るも
の

・細則、要領、通達等の決裁文書 ３年 廃棄 

制定又は改廃の
ための決裁文書
のうち、定型的
かつ軽易な事務
に係るもの

・細則、要領、通達等の決裁文書 １年 廃棄 

立案基礎文書 ・中期目標
・業務方針

立案の検討に関
する調査研究文
書

・調査・検討資料
・関係団体・関係者のヒアリング

機構内会議に検
討のため資料と
して提出された
文書

・運営委員会資料
・会議（運営委員会を除く。）配
付資料

決定又は了解の
内容が記録され
た文書

・決定・了解文書

売買、貸借、請
負その他の契約
の事務に関する
重要な文書

・契約の締結に関する文書（固定
資産の取得）

10年 廃棄 

売買、貸借、請
負その他の契約
の事務に関する
文書

・その他契約業務に関する文書
・協議・調整に関する文書

５年 廃棄 

12 国会における審
議等に関する事

国会審議に関する業務 国会審議に関す
る文書

・想定問答等 10年 廃棄 

法人文書ファイ
ル管理簿その他
の業務に常時利
用するものとし
て継続的に保有
すべき法人文書

・法人文書ファイル管理簿 常用（無
期限）

廃棄 

法人文書ファイ
ル等の移管又は
廃棄の状況が記
録された帳簿

・移管・廃棄簿 30年 廃棄 

法人文書管理規
程等の実施に関
する文書

・法人文書等取扱関係 ５年 廃棄 

15 職員の出張に関
する事項

職員の出張に関する経緯 出張・旅費に関
する文書

・出張計画書・復命書
・出張発令届関係
・旅行命令簿

５年 廃棄 

16 広報に関する事
項

広報に関する重要な業務 報道発表に関す
る重要な経緯が
記録された文書

・報道発表資料
・記者会見要旨
・機構ウェブサイト掲載・SNS投
稿決裁
・ウェブ掲載・SNS投稿資料等

３年 廃棄 

（１）業務の実施方法に関
する業務

業務の実施方法
に係る打ち合わ
せ等に関する文
書（（２）①に
掲げるものを除
く）

・専門家、関係団体及び関係者へ
のヒアリング等に関する文書
・機構内外の打ち合わせ等に関す
る資料及びその議事録（他に掲げ
るものを除く）

３年 廃棄 

①機構内外との
情報共有、事務
連絡及び事実関
係の報告等に関
する文書

・機構内外からの事務的な連絡に
関する文書
・所掌事務に関する事実関係にか
かる問い合わせ及びその回答
・グループ等内の定型的事務に関
する文書
・業務引継書
・予定表

１年未満 廃棄 

②事務の管理等
に関する文書

・消耗品、備品等の事務に関する
文書

１年未満 廃棄 

小分類
(標準法人文書ファイル名)業務の区分

（中分類）
事　　項
(大分類）

保存期間 保存期間満了後の措置

細則、要領、通達等の制定
又は改廃に関する業務

制定又は改廃の
ための決裁文書
のうち、重要な
もの

・細則、要領、通達等の決裁文書 10年

法人文書分類基準表
文書管理者：経営戦略部経営企画課長

2 法令の規定に基
づく主務大臣の
認可、承認の求
め、報告等及び
その経緯に関す
る事項

法令の規定に基づく主務大
臣の認可、承認の求め、又
は報告等に関する業務

30年

廃棄 4 機構の運営に係
る細則、要領、
通達等の制定又
は改廃及びその
経緯に関する事
項

（注）本表に掲げる法人文書以外に作成・取得される法人文書については、金融経済教育推進機構法人文書管理規程別表及び本表を参酌し、所
掌事務の性質、内容等に応じた保存期間を、文書管理者が設定するものとする。

10年業務運営方針等の審議及び
決定又は了解に関する立案
の検討その他重要な経緯

業務運営の方針
等の審議及び決
定又は了解

5 廃棄 

17 その他

（２）機構内外との情報共
有、事務連絡、事務管理等
に関する業務

8 経理に関する業務組織の経理、資
金に関する事項

文書の管理等に関する業務文書の管理等に
関する事項
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具体例

1 設立又は改廃及
びその経緯

組織の存立に関する重要な
経緯

設立又は改廃に
係る登記、財産
的基礎に関する
文書

・出資金関係
・定款・業務方法書変更認可関係
・財務諸表

30年 移管 

認可、承認の求
め、又は報告等
を行うための決
裁文書及び提出
した文書

・認可申請に関する決裁文書 廃棄 

主務大臣からの
認可、承認、通
知等に関する文
書

・提出文書の写し
・認可書、承認書、通知等

廃棄 

3 規程の制定又は
改廃及びその経
緯

規程の制定又は改廃に関す
る業務

規程の制定又は
改廃のための決
裁文書

・規程の決裁文書
・届出書

30年 廃棄 

制定又は改廃の
ための決裁文書

・細則、要領、通達等の決裁文書 ５年 廃棄 

制定又は改廃の
ための決裁文書
のうち、定型的
な事務に係るも
の

・細則、要領、通達等の決裁文書 ３年 廃棄 

制定又は改廃の
ための決裁文書
のうち、定型的
かつ軽易な事務
に係るもの

・細則、要領、通達等の決裁文書 １年 廃棄 

機構内会議に検
討のため資料と
して提出された
文書

・運営委員会資料
・会議（運営委員会を除く。）配
付資料

決定又は了解の
内容が記録され
た文書

・決定・了解文書

情報公開法又は
個人情報保護法
に基づく開示請
求等に関する文
書

・開示請求書等
・開示決定通知書

５年 廃棄 

審査請求に関す
る文書

・審査請求に伴う情報公開・個人
情報保護
・審査会への諮問書
・審査会への提出文書
・審査請求に対する裁決書

10年 廃棄 

訴訟の提起及び
応訴に関する文
書

・訴状、期日呼出状

訴訟における主
張又は立証に関
する文書

・答弁書、準備書、各種申立書、
口頭弁論・証人等調書、書証

判決書又は和解
調書

・判決書、和解調書

機構の役員及び
運営委員会の委
員の任免に係る
認可申請等に関
する決裁文書等

・役員及び運営委員会の委員の任
免又は解任（退職手当の支払いを
含む。）並びにこれらの認可申請
に関する文書

廃棄 

職員の任免及び
異動に関する重
要な決裁文書等

・職員の採用及び退職に関する文
書
・定年の通知又は延長に関する文
書
・職員の表彰及び懲戒に関する文
書
・職員の昇任に関する文書

30年 廃棄 

職員の任免及び
異動に関する決
裁文書等

・出向依頼、出向協定等の締結に
関する文書

10年 廃棄 

専門スタッフ職
員等の任免、異
動、勤務等に関
する決裁文書

・嘱託の委嘱、所属換に関する文
書
・有期労働契約者の雇用に関する
文書

５年 廃棄 

機構の意思決定
に関する決裁文
書等

・各種委員会の委員の任免・委嘱
に関する決裁文書
・職員の研修に関する文書
・職員の兼業の許可の申請書及び
当該申請に対する許可に関する文
書

３年 廃棄 

法人文書分類基準表
文書管理者：経営戦略部経営管理課長

機構を当事者とする訴訟の
提起及び応訴その他の訴訟
に関する業務

法令の規定に基
づく主務大臣の
認可、承認の求
め、報告等及び
その経緯に関す
る事項

法令の規定に基づく主務大
臣の認可、承認の求め、又
は報告等に関する業務

4

個人又は法人の
権利行使に関す
る事項

7 役職員等の人事
に関する事項

人事に関する業務

機構の運営に係
る細則、要領、
通達等の制定又
は改廃及びその
経緯に関する事
項

細則、要領、通達等の制定
又は改廃に関する業務

2

廃棄 

30年

10年制定又は改廃の
ための決裁文書
のうち、重要な
もの

・細則、要領、通達等の決裁文書

事　　項
(大分類）

業務の区分
（中分類）

小分類
(標準法人文書ファイル名) 保存期間 保存期間満了後の措置

廃棄 

6

10年業務運営方針等の審議及び
決定又は了解に関する立案
の検討その他重要な経緯

業務運営の方針
等の審議及び決
定又は了解

5

情報公開法又は個人情報保
護法に基づく開示請求等に
関する業務

訴訟が終
結する日
の翌年度
から10年

廃棄 



(人事)役員報酬
及び職員給与並
びに諸手当の支
給に関する決裁
文書等

・昇給に関する文書
・賞与の支給割合の決定に関する
文書

５年 廃棄 

役員及び職員の
勤務状況等が記
録された文書

・出勤簿
・その他役員又は職員の勤務状況
に係る文書

５年 廃棄 

福利厚生等に関する業務 福利厚生等に関
する文書等

・健康診断の実施その他健康管理
に関する文書

５年 廃棄 

人事評価に関する業務 人事評価に関す
る文書等

・人事評価の実施・変更に関する
文書

５年 廃棄 

労務等に関する業務 労務等に関する
文書

・労災災害関係
・労働基準監督署関係
・公共職業安定所関係

５年 廃棄 

役職員の倫理に関する業務 役職員の倫理に
関する文書

・飲食届出書
・贈与等報告書
・講演等に係る承認申請書、事前
届出書、
承認書等の写し
・禁止行為の例外（私的な関係に
係る者）届出書

５年 廃棄 

退職手当の支給に関する重
要な経緯

退職手当の支給
に関する決定の
内容が記録され
た文書及び当該
決定に至る過程
が記録された文
書

・退職者関係 支給制限
その他の
支給に関
する処分
を行うこ
とができ
る期間又
は５年

廃棄 

会計に関する文
書のうち、財務
諸表等に関する
文書

・財務諸表等に関する文書
・財務諸表の承認の通知

30年 廃棄 

会計に関する文
書のうち、予
算・決算業務に
関する文書

・予算実行計画の示達等に関する
文書
・支出予算の流用に関する文書
・合計残高試算表
・会計伝票等

10年 廃棄 

会計に関する文
書のうち、税務
申告等外部に提
出するための文
書

・消費税、都道府県民税等の申告
に関する文書
・債権債務残高確認等依頼文書
・その他の経理関係書類

５年 廃棄 

資金管理の事務
に関する重要な
文書

・資金の借入れ又は借換えに関す
る文書
・出納に関する文書
・資金の残高に関する文書
・決算に関する文書
・その他の提出資料

10年 廃棄 

売買、貸借、請
負その他の契約
の事務に関する
重要な文書

・契約の締結に関する文書（固定
資産の取得）
・請負業者の登録に関する文書
・契約に係る証明書の発行に関す
る文書
・標準契約書等の制定及び改廃に
関する文書

10年 廃棄 

売買、貸借、請
負その他の契約
の事務に関する
文書

・その他契約業務に関する文書
・協議・調整に関する文書

５年 廃棄 

資金調達に関す
る文書

・借入認可等に関する文書
・資金調達業務に関する文書

10年 廃棄 

資金運用に関す
る文書

・資金運用会議議事録
・金銭信託業務に関する文書

10年 廃棄 

資産の取得、管
理、処分に関す
る文書

・処分方法等の決定に関する文書
・国への処分完了報告に関する文
書
・資産処分による収入金の報告及
び納付に関する文書

10年 廃棄 

固定資産税等に
関する文書

・固定資産税等の申告に関する文
書

申告した
翌年度か
ら５年

廃棄 

資産に係る保険
に関する文書

・資産に係る保険の付保に関する
文書

５年 廃棄 

会計検査院の検
査を受けた結果
に関する文書

・検査等に係る連絡及び調整に関
する文書
・会計実地検査、現場調査、会計
事務視察の通知等に関する文書
・計算書
・証拠書類（会計検査院保有のも
のを除く。）

５年 廃棄 

会計検査院の検
査を受けた結果
に関する文書

・意見又は処置要求（会計検査院
保有のものを除く。）

５年 廃棄 

9 資産（資金を除く。）の管
理に関する業務

資金に関する業務

経理に関する業務

組織の資産・財
産の管理に関す
る事項

8

10

役員報酬及び職員給与等に
関する業務

7 役職員等の人事
に関する事項

会計検査に関する業務監査に関する事
項

組織の経理、資
金に関する事項



内部監査に関する業務 内部監査の計画
及び実施並びに
監査結果の報告
に関する文書

・内部監査の実施に関する文書 ５年 廃棄 

監事監査に関する業務 監事監査の計画
及び実施並びに
監査結果の報告
に関する文書

・監事監査計画に基づく監査の実
施並びに通知に関する文書・財務
諸表及び決算報告書に関する意見
書の提出に関する文書
・監査報告書の提出に関する文書

５年 廃棄 

法人文書ファイ
ル管理簿その他
の業務に常時利
用するものとし
て継続的に保有
すべき法人文書

・法人文書ファイル管理簿
・規程等整理簿、通達整理簿

常用（無
期限）

廃棄 

決裁文書の管理
を行うための帳
簿

・決裁簿 30年 廃棄 

取得した文書の
管理を行うため
の帳簿

・文書受付簿 ５年 廃棄 

法人文書ファイ
ル等の移管又は
廃棄の状況が記
録された帳簿

・移管・廃棄簿 30年 廃棄 

法人文書管理規
程等の実施に関
する文書

・法人文書等取扱関係 ５年 廃棄 

公印の調製・改
刻・廃止に関す
る記録

・公印台帳 30年 廃棄 

公印の印影の印
刷に関する文書

・公印の印影の印刷に関する決裁
文書

３年 廃棄 

公印の押印管理
に関する文書

・公印管理簿 ３年 廃棄 

15 職員の出張に関
する事項

職員の出張に関する経緯 出張・旅費に関
する文書

・出張計画書・復命書
・出張発令届関係
・旅行命令簿

５年 廃棄 

広報に関する重要な業務 報道発表に関す
る重要な経緯が
記録された文書

・報道発表資料
・記者会見要旨
・機構ウェブサイト掲載・SNS投
稿決裁
・ウェブ掲載・SNS投稿資料等
・ロゴマーク利用に関する資料

３年 廃棄 

開示請求等に関する業務 開示決定等をす
るための決裁文

・開示決定通知書案等 ５年 廃棄 

審査請求等に関する業務 裁決・決定その
他の処分をする
ための決裁文書

・諮問書
・答申書
・裁決・決定書等

10年 廃棄 

システムの開
発・運用・保守
等に関する文書

・要件定義書
・開発・運用・保守に関する各種
成果物文書
・開発・運用・保守に関する進捗
報告等の各種報告書

システム
稼動停止
後１年

廃棄 

申請書等 ・システムに係る規程等に基づく
申請書等

３年 廃棄 

管理簿等 ・システム関連機器等貸出管理簿 常用（無
期限）

廃棄 

（１）業務の実施方法に関
する業務

業務の実施方法
に係る打ち合わ
せ等に関する文
書（（２）①に
掲げるものを除
く）

・専門家、関係団体及び関係者へ
のヒアリング等に関する文書
・機構内外の打ち合わせ等に関す
る資料及びその議事録（他に掲げ
るものを除く）

３年 廃棄 

①機構内外との
情報共有、事務
連絡及び事実関
係の報告等に関
する文書

・機構内外からの事務的な連絡に
関する文書
・所掌事務に関する事実関係にか
かる問い合わせ及びその回答
・グループ等内の定型的事務に関
する文書
・業務引継書
・予定表

１年未満 廃棄 

②事務の管理等
に関する文書

・消耗品、備品等の事務に関する
文書

１年未満 廃棄 

（注）本表に掲げる法人文書以外に作成・取得される法人文書については、金融経済教育推進機構法人文書管理規程別表及び本表を参酌し、所掌
事務の性質、内容等に応じた保存期間を、文書管理者が設定するものとする。

その他

（２）機構内外との情報共
有、事務連絡、事務管理等
に関する業務

19

10

17

広報に関する事
項

公印の管理等に
関する事項

公印の管理等に関する業務

システムの開
発・運用・保守
に関する事項

システムの開発・運用・保
守等に関する業務

18

14

文書の管理等に関する業務文書の管理等に
関する事項

13

監査に関する事
項



具体例

3 規程の制定又は
改廃及びその経
緯

規程の制定又は改廃に関す
る業務

規程の制定又は
改廃のための決
裁文書

・規程の決裁文書
・届出書

30年 廃棄 

制定又は改廃の
ための決裁文書

・細則、要領、通達等の決裁文書 ５年 廃棄 

制定又は改廃の
ための決裁文書
のうち、定型的
な事務に係るも
の

・細則、要領、通達等の決裁文書 ３年 廃棄 

制定又は改廃の
ための決裁文書
のうち、定型的
かつ軽易な事務
に係るもの

・細則、要領、通達等の決裁文書 １年 廃棄 

売買、貸借、請
負その他の契約
の事務に関する
重要な文書

・契約の締結に関する文書（固定
資産の取得）

10年 廃棄 

売買、貸借、請
負その他の契約
の事務に関する
文書

・その他契約業務に関する文書
・協議・調整に関する文書

５年 廃棄 

教材等の企画、
制作に関する文
書

・検討資料 10年 廃棄 

報道機関等に対
する広報に関す
る文書（教育企
画部及び普及推
進部の所掌する
事務に関する事
項に限る。）

・教材等制作に関する決裁文書 ３年 廃棄 

その他（各種申
請書・報告書、
アンケート等）

１年未満 廃棄 

法人文書ファイ
ル管理簿その他
の業務に常時利
用するものとし
て継続的に保有
すべき法人文書

・法人文書ファイル管理簿 常用（無
期限）

廃棄 

法人文書ファイ
ル等の移管又は
廃棄の状況が記
録された帳簿

・移管・廃棄簿 30年 廃棄 

法人文書管理規
程等の実施に関
する文書

・法人文書等取扱関係 ５年 廃棄 

15 職員の出張に関
する事項

職員の出張に関する経緯 出張・旅費に関
する文書

・出張計画書・復命書
・出張発令届関係
・旅行命令簿

５年 廃棄 

17 広報に関する事
項

広報に関する重要な業務 報道発表に関す
る重要な経緯が
記録された文書

・報道発表資料
・記者会見要旨
・機構ウェブサイト掲載・SNS投
稿決裁
・ウェブ掲載・SNS投稿資料等

３年 廃棄 

（１）業務の実施方法に関
する業務

業務の実施方法
に係る打ち合わ
せ等に関する文
書（（２）①に
掲げるものを除
く）

・専門家、関係団体及び関係者へ
のヒアリング等に関する文書
・機構内外の打ち合わせ等に関す
る資料及びその議事録（他に掲げ
るものを除く）

３年 廃棄 

①機構内外との
情報共有、事務
連絡及び事実関
係の報告等に関
する文書

・機構内外からの事務的な連絡に
関する文書
・所掌事務に関する事実関係にか
かる問い合わせ及びその回答
・グループ等内の定型的事務に関
する文書
・業務引継書
・予定表

１年未満 廃棄 

②事務の管理等
に関する文書

・消耗品、備品等の事務に関する
文書

１年未満 廃棄 

法人文書分類基準表
文書管理者：教育企画部制作管理課長

廃棄 4 機構の運営に係
る細則、要領、
通達等の制定又
は改廃及びその
経緯に関する事
項

細則、要領、通達等の制定
又は改廃に関する業務

制定又は改廃の
ための決裁文書
のうち、重要な
もの

・細則、要領、通達等の決裁文書 10年

事　　項
(大分類）

業務の区分
（中分類）

小分類
(標準法人文書ファイル名) 保存期間 保存期間満了後の措置

（注）本表に掲げる法人文書以外に作成・取得される法人文書については、金融経済教育推進機構法人文書管理規程別表及び本表を参酌し、所掌
事務の性質、内容等に応じた保存期間を、文書管理者が設定するものとする。

金融経済教育の企画に関す
る業務

金融経済教育事
業に関する事項

11

19 その他

（２）機構内外との情報共
有、事務連絡、事務管理等
に関する業務

8 組織の経理、資
金に関する事項

経理に関する業務

13 文書の管理等に
関する事項

文書の管理等に関する業務



具体例

3 規程の制定又は改
廃及びその経緯

規程の制定又は改廃に関す
る業務

規程の制定又は改
廃のための決裁文
書

・規程の決裁文書
・届出書

30年 廃棄 

制定又は改廃のた
めの決裁文書

・細則、要領、通達等の決裁文書 ５年 廃棄 

制定又は改廃のた
めの決裁文書のう
ち、定型的な事務
に係るもの

・細則、要領、通達等の決裁文書 ３年 廃棄 

制定又は改廃のた
めの決裁文書のう
ち、定型的かつ軽
易な事務に係るも
の

・細則、要領、通達等の決裁文書 １年 廃棄 

売買、貸借、請負
その他の契約の事
務に関する重要な
文書

・契約の締結に関する文書（固定
資産の取得）

10年 廃棄 

売買、貸借、請負
その他の契約の事
務に関する文書

・その他契約業務に関する文書
・協議・調整に関する文書

５年 廃棄 

地域機関への支
援、連絡調整に関
する文書

・講演等実施に関する決裁文書
・業務委託料支払等に関する決裁
文書

３年 廃棄 

金融経済教育推進
会議の事務局運営
に関する文書

・会議開催に関する決裁文書
・会議資料

３年 廃棄 

学校・教員支援研
究会の運営のうち
重要な事項に関す
る文書

・委員の選定、分科会等の設置、
廃止等、運営方針の策定に関する
決裁文書

５年 廃棄 

学校・教員支援研
究会の運営に関す
る文書（重要な事
項を除く）

・研究会開催に関する決裁文書
・会議資料

３年 廃棄 

学校・教員の指
定・支援等に関す
る文書

３年 ・研究校等の指定に関する決
裁文書

３年 廃棄 

金融経済教育の普
及、啓発及び広報
活動に関する文書

・イベント・コンクール開催、後
援名義等に関する決裁文書

３年 廃棄 

その他（各種申請
書・報告書、アン
ケート等）

１年未満 廃棄 

法人文書ファイル
管理簿その他の業
務に常時利用する
ものとして継続的
に保有すべき法人
文書

・法人文書ファイル管理簿 常用（無期
限）

廃棄 

法人文書ファイル
等の移管又は廃棄
の状況が記録され
た帳簿

・移管・廃棄簿 30年 廃棄 

法人文書管理規程
等の実施に関する
文書

・法人文書等取扱関係 ５年 廃棄 

15 職員の出張に関す
る事項

職員の出張に関する経緯 出張・旅費に関す
る文書

・出張計画書・復命書
・出張発令届関係
・旅行命令簿

５年 廃棄 

17 広報に関する事項 広報に関する重要な業務 報道発表に関する
重要な経緯が記録
された文書

・報道発表資料
・記者会見要旨
・機構ウェブサイト掲載・SNS投稿
決裁
・ウェブ掲載・SNS投稿資料等

３年 廃棄 

（１）業務の実施方法に関
する業務

業務の実施方法に
係る打ち合わせ等
に関する文書
（（２）①に掲げ
るものを除く）

・専門家、関係団体及び関係者へ
のヒアリング等に関する文書
・機構内外の打ち合わせ等に関す
る資料及びその議事録（他に掲げ
るものを除く）

３年 廃棄 

①機構内外との情
報共有、事務連絡
及び事実関係の報
告等に関する文書

・機構内外からの事務的な連絡に
関する文書
・所掌事務に関する事実関係にか
かる問い合わせ及びその回答
・グループ等内の定型的事務に関
する文書
・業務引継書
・予定表

１年未満 廃棄 

②事務の管理等に
関する文書

・消耗品、備品等の事務に関する
文書

１年未満 廃棄 

10年 廃棄 制定又は改廃のた
めの決裁文書のう
ち、重要なもの

・細則、要領、通達等の決裁文書

小分類
(標準法人文書ファイル名) 保存期間 保存期間満了後の措置

4 機構の運営に係る
細則、要領、通達
等の制定又は改廃
及びその経緯に関
する事項

細則、要領、通達等の制定
又は改廃に関する業務

法人文書分類基準表
文書管理者：教育企画部企画支援課長

事　　項
(大分類）

業務の区分
（中分類）

19 その他

（２）機構内外との情報共
有、事務連絡、事務管理等
に関する業務

（注）本表に掲げる法人文書以外に作成・取得される法人文書については、金融経済教育推進機構法人文書管理規程別表及び本表を参酌し、
所掌事務の性質、内容等に応じた保存期間を、文書管理者が設定するものとする。

金融経済教育の企画に関す
る業務

金融経済教育事業
に関する事項

11

8 組織の経理、資金
に関する事項

経理に関する業務

文書の管理等に関する業務文書の管理等に関
する事項

13



具体例

3 規程の制定又は
改廃及びその経
緯

規程の制定又は改廃に関す
る業務

規程の制定又は
改廃のための決
裁文書

・規程の決裁文書
・届出書

30年 廃棄 

制定又は改廃の
ための決裁文書

・細則、要領、通達等の決裁文書 ５年 廃棄 

制定又は改廃の
ための決裁文書
のうち、定型的
な事務に係るも
の

・細則、要領、通達等の決裁文書 ３年 廃棄 

制定又は改廃の
ための決裁文書
のうち、定型的
かつ軽易な事務
に係るもの

・細則、要領、通達等の決裁文書 １年 廃棄 

売買、貸借、請
負その他の契約
の事務に関する
重要な文書

・契約の締結に関する文書（固定
資産の取得）

10年 廃棄 

売買、貸借、請
負その他の契約
の事務に関する
文書

・その他契約業務に関する文書
・協議・調整に関する文書

５年 廃棄 

金融経済教育の
推進に関する調
査及び分析に関
する文書

・研究報告書 10年 廃棄 

その他（各種申
請書・報告書、
アンケート等）

１年未満 廃棄 

法人文書ファイ
ル管理簿その他
の業務に常時利
用するものとし
て継続的に保有
すべき法人文書

・法人文書ファイル管理簿 常用（無
期限）

廃棄 

法人文書ファイ
ル等の移管又は
廃棄の状況が記
録された帳簿

・移管・廃棄簿 30年 廃棄 

法人文書管理規
程等の実施に関
する文書

・法人文書等取扱関係 ５年 廃棄 

15 職員の出張に関
する事項

職員の出張に関する経緯 出張・旅費に関
する文書

・出張計画書・復命書
・出張発令届関係
・旅行命令簿

５年 廃棄 

重要な国際会議
等に係る準備、
実施、参加、会
議の結果等に関
する文書のうち
重要なもの

・協定関係 10年 廃棄 

上記に関する業
務以外で国際業
務に関する文書

・国際業務関係 ３年 廃棄 

17 広報に関する事
項

広報に関する重要な業務 報道発表に関す
る重要な経緯が
記録された文書

・報道発表資料
・記者会見要旨
・機構ウェブサイト掲載・SNS投
稿決裁
・ウェブ掲載・SNS投稿資料等

３年 廃棄 

（１）業務の実施方法に関
する業務

業務の実施方法
に係る打ち合わ
せ等に関する文
書（（２）①に
掲げるものを除
く）

・専門家、関係団体及び関係者へ
のヒアリング等に関する文書
・機構内外の打ち合わせ等に関す
る資料及びその議事録（他に掲げ
るものを除く）

３年 廃棄 

①機構内外との
情報共有、事務
連絡及び事実関
係の報告等に関
する文書

・機構内外からの事務的な連絡に
関する文書
・所掌事務に関する事実関係にか
かる問い合わせ及びその回答
・グループ等内の定型的事務に関
する文書
・業務引継書
・予定表

１年未満 廃棄 

②事務の管理等
に関する文書

・消耗品、備品等の事務に関する
文書

１年未満 廃棄 

4 機構の運営に係
る細則、要領、
通達等の制定又
は改廃及びその
経緯に関する事
項

細則、要領、通達等の制定
又は改廃に関する業務

制定又は改廃の
ための決裁文書
のうち、重要な
もの

・細則、要領、通達等の決裁文書

事　　項
(大分類）

業務の区分
（中分類）

小分類
(標準法人文書ファイル名)

法人文書分類基準表
文書管理者：教育企画部調査・分析課長

10年 廃棄 

19 その他

（２）機構内外との情報共
有、事務連絡、事務管理等
に関する業務

11 金融経済教育事
業に関する事項

保存期間 保存期間満了後の措置

金融経済教育の企画に関す
る業務

8 組織の経理、資
金に関する事項

経理に関する業務

文書の管理等に関する業務文書の管理等に
関する事項

13

（注）本表に掲げる法人文書以外に作成・取得される法人文書については、金融経済教育推進機構法人文書管理規程別表及び本表を参酌し、所掌
事務の性質、内容等に応じた保存期間を、文書管理者が設定するものとする。

16 国際業務に関す
る事項

国際会議等に関する重要な
経緯



具体例

3 規程の制定又は
改廃及びその経
緯

規程の制定又は改廃に関す
る業務

規程の制定又は
改廃のための決
裁文書

・規程の決裁文書
・届出書

30年 廃棄 

制定又は改廃の
ための決裁文書

・細則、要領、通達等の決裁文書 ５年 廃棄 

制定又は改廃の
ための決裁文書
のうち、定型的
な事務に係るも
の

・細則、要領、通達等の決裁文書 ３年 廃棄 

制定又は改廃の
ための決裁文書
のうち、定型的
かつ軽易な事務
に係るもの

・細則、要領、通達等の決裁文書 １年 廃棄 

売買、貸借、請
負その他の契約
の事務に関する
重要な文書

・契約の締結に関する文書（固定
資産の取得）

10年 廃棄 

売買、貸借、請
負その他の契約
の事務に関する
文書

・その他契約業務に関する文書
・協議・調整に関する文書

５年 廃棄 

アドバイザーの
審査、認定、評
価に関する文書

・アドバイザー認定等に関する決
裁文書

５年 廃棄 

講師・相談員の
審査、登録、評
価に関する文書

・講師・相談員の登録等に関する
決裁文書

３年 廃棄 

アドバイザーに
対する研修に関
する文書

・研修計画
・研修資料

３年 廃棄 

アドバイザーの
活動に対する許
諾・支援に関す
る文書

・補助金支払に関する決裁文書
・寄稿の許諾に関する決裁文書

３年 廃棄 

その他（各種申
請書・報告書、
アンケート等）

１年未満 廃棄 

法人文書ファイ
ル管理簿その他
の業務に常時利
用するものとし
て継続的に保有
すべき法人文書

・法人文書ファイル管理簿 常用（無
期限）

廃棄 

法人文書ファイ
ル等の移管又は
廃棄の状況が記
録された帳簿

・移管・廃棄簿 30年 廃棄 

法人文書管理規
程等の実施に関
する文書

・法人文書等取扱関係 ５年 廃棄 

15 職員の出張に関
する事項

職員の出張に関する経緯 出張・旅費に関
する文書

・出張計画書・復命書
・出張発令届関係
・旅行命令簿

５年 廃棄 

17 広報に関する事
項

広報に関する重要な業務 報道発表に関す
る重要な経緯が
記録された文書

・報道発表資料
・記者会見要旨
・機構ウェブサイト掲載・SNS投
稿決裁
・ウェブ掲載・SNS投稿資料等

３年 廃棄 

（１）業務の実施方法に関
する業務

業務の実施方法
に係る打ち合わ
せ等に関する文
書（（２）①に
掲げるものを除
く）

・専門家、関係団体及び関係者へ
のヒアリング等に関する文書
・機構内外の打ち合わせ等に関す
る資料及びその議事録（他に掲げ
るものを除く）

３年 廃棄 

①機構内外との
情報共有、事務
連絡及び事実関
係の報告等に関
する文書

・機構内外からの事務的な連絡に
関する文書
・所掌事務に関する事実関係にか
かる問い合わせ及びその回答
・グループ等内の定型的事務に関
する文書
・業務引継書
・予定表

１年未満 廃棄 

②事務の管理等
に関する文書

・消耗品、備品等の事務に関する
文書

１年未満 廃棄 

法人文書分類基準表
文書管理者：普及推進部アドバイザー課長

事　　項
(大分類）

業務の区分
（中分類）

小分類
(標準法人文書ファイル名) 保存期間 保存期間満了後の措置

10年 廃棄 

11 金融経済教育事
業に関する事項

金融知識の普及推進に関す
る業務

4 機構の運営に係
る細則、要領、
通達等の制定又
は改廃及びその
経緯に関する事
項

細則、要領、通達等の制定
又は改廃に関する業務

制定又は改廃の
ための決裁文書
のうち、重要な
もの

・細則、要領、通達等の決裁文書

8 組織の経理、資
金に関する事項

経理に関する業務

13

19 その他

（２）機構内外との情報共
有、事務連絡、事務管理等
に関する業務

（注）本表に掲げる法人文書以外に作成・取得される法人文書については、金融経済教育推進機構法人文書管理規程別表及び本表を参酌し、所掌
事務の性質、内容等に応じた保存期間を、文書管理者が設定するものとする。

文書の管理等に関する業務文書の管理等に
関する事項



具体例

3 規程の制定又は
改廃及びその経
緯

規程の制定又は改廃に関す
る業務

規程の制定又は
改廃のための決
裁文書

・規程の決裁文書
・届出書

30年 廃棄 

制定又は改廃の
ための決裁文書

・細則、要領、通達等の決裁文書 ５年 廃棄 

制定又は改廃の
ための決裁文書
のうち、定型的
な事務に係るも
の

・細則、要領、通達等の決裁文書 ３年 廃棄 

制定又は改廃の
ための決裁文書
のうち、定型的
かつ軽易な事務
に係るもの

・細則、要領、通達等の決裁文書 １年 廃棄 

売買、貸借、請
負その他の契約
の事務に関する
重要な文書

・契約の締結に関する文書（固定
資産の取得）

10年 廃棄 

売買、貸借、請
負その他の契約
の事務に関する
文書

・その他契約業務に関する文書
・協議・調整に関する文書

５年 廃棄 

講師派遣に関す
る文書

・講師の選定、報酬支払等に関す
る決裁文書

３年 廃棄 

大学連携講座の
提供先追加に関
する文書

・大学連携講座の提供先追加に関
する決裁文書

３年 廃棄 

個別相談に関す
る文書

・相談員の選定、報酬支払等に関
する決裁文書

３年 廃棄 

その他（各種申
請書・報告書、
アンケート等）

１年未満 廃棄 

法人文書ファイ
ル管理簿その他
の業務に常時利
用するものとし
て継続的に保有
すべき法人文書

・法人文書ファイル管理簿 常用（無
期限）

廃棄 

法人文書ファイ
ル等の移管又は
廃棄の状況が記
録された帳簿

・移管・廃棄簿 30年 廃棄 

法人文書管理規
程等の実施に関
する文書

・法人文書等取扱関係 ５年 廃棄 

15 職員の出張に関
する事項

職員の出張に関する経緯 出張・旅費に関
する文書

・出張計画書・復命書
・出張発令届関係
・旅行命令簿

５年 廃棄 

17 広報に関する事
項

広報に関する重要な業務 報道発表に関す
る重要な経緯が
記録された文書

・報道発表資料
・記者会見要旨
・機構ウェブサイト掲載・SNS投
稿決裁
・ウェブ掲載・SNS投稿資料等

３年 廃棄 

（１）業務の実施方法に関
する業務

業務の実施方法
に係る打ち合わ
せ等に関する文
書（（２）①に
掲げるものを除
く）

・専門家、関係団体及び関係者へ
のヒアリング等に関する文書
・機構内外の打ち合わせ等に関す
る資料及びその議事録（他に掲げ
るものを除く）

３年 廃棄 

①機構内外との
情報共有、事務
連絡及び事実関
係の報告等に関
する文書

・機構内外からの事務的な連絡に
関する文書
・所掌事務に関する事実関係にか
かる問い合わせ及びその回答
・グループ等内の定型的事務に関
する文書
・業務引継書
・予定表

１年未満 廃棄 

②事務の管理等
に関する文書

・消耗品、備品等の事務に関する
文書

１年未満 廃棄 

法人文書分類基準表
文書管理者：普及推進部事業推進課長

事　　項
(大分類）

業務の区分
（中分類）

小分類
(標準法人文書ファイル名) 保存期間 保存期間満了後の措置

10年 廃棄 

11 金融経済教育事
業に関する事項

金融知識の普及推進に関す
る業務

4 機構の運営に係
る細則、要領、
通達等の制定又
は改廃及びその
経緯に関する事
項

細則、要領、通達等の制定
又は改廃に関する業務

制定又は改廃の
ための決裁文書
のうち、重要な
もの

・細則、要領、通達等の決裁文書

8 組織の経理、資
金に関する事項

経理に関する業務

13

19 その他

（２）機構内外との情報共
有、事務連絡、事務管理等
に関する業務

（注）本表に掲げる法人文書以外に作成・取得される法人文書については、金融経済教育推進機構法人文書管理規程別表及び本表を参酌し、所掌
事務の性質、内容等に応じた保存期間を、文書管理者が設定するものとする。

文書の管理等に関する業務文書の管理等に
関する事項


